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 1

 2

 3

（関係書類）

 5

 6

 8 

10

12

             目　　　　次

貸 借 対 照 表 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

令 和 ６ 事 業 年 度 財 務 諸 表

損 益 計 算 書 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

財 産 目 録 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

重 要 な 会 計 方 針

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

キャッシュ・フロー計算書

損 失 処 理 計 算 書

附 属 明 細 書

注 記 事 項

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥



 円  円  円

5,943,805,164 4,722,058,000 1,221,747,164

5,743,317,466 4,629,143,284 1,114,174,182

4,628,744,256 4,628,744,256 0

1,022,254,590 0 1,022,254,590

619,837 0 619,837

54,135,394 0 54,135,394

399,028 399,028 0

37,164,361 0 37,164,361

79,264,399 76,926,399 2,338,000

寄　付　金　収　入 270,000 270,000 0

10,559,662 0 10,559,662

21,300,005 0 21,300,005

89,093,632 15,718,317 73,375,315

15,278,489 2,281,527 12,996,962

40,210,947 0 40,210,947

33,604,196 13,436,790 20,167,406

5,943,805,164 4,722,058,000 1,221,747,164

 円  円  円

6,021,201,397 4,734,589,387 1,286,612,010

2,354,247,582 1,843,580,541 510,667,041

1,895,145,956 1,828,649,153 66,496,803

357,151,783 0 357,151,783

48,625,695 0 48,625,695

14,931,388 14,931,388 0

38,392,760 0 38,392,760

3,666,953,815 2,891,008,846 775,944,969

2,752,462,068 2,303,813,115 448,648,953

204,174,065 169,301,896 34,872,169

134,742,200 120,730,200 14,012,000

575,575,482 297,163,635 278,411,847

15 10 5

3,819,000 3,759,000 60,000

△ 81,215,248 △ 16,290,397 △ 64,924,851

5,943,805,164 4,722,058,000  1,221,747,164

証明業務等

令 和 ６ 事 業 年 度

施 設 貸 付 料 収 入

物 品 販 売 業 務 収 入

補 助 金 等 収 入

経 常 収 益

事 業 収 入

自 動 車 安 全 運 転 セ ン タ ー 損 益 計 算 書

収　　　  益 　　　 の　　　　部

研修業務

証明書交付手数料等収入

自　令和６年４月１日

研 修 料 収 入

内　訳
金　額

至  令和７年３月31日

勘　定　科  目

合　　　　　計

減 価 償 却 費

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

法人税、住民税及び事業税

賞 与 引 当 金 繰 入

退 職 給 付 引 当 金 繰 入

施 設 管 理 費

物 品 販 売 業 務 費

一 般 管 理 費

一 般 管 理 費

当期未処理損失

一 般 業 務 費

調 査 研 究 費

内　訳

証明業務等

事 業 費 用

研 修 業 務 費

研修業務
勘　定　科  目

雑 益

経 常 費 用

合　　　　　　計

有 価 証 券 利 息

費　　　  用　 　　 の　　　　部

金　額

受 取 利 息

成 果 普 及 業 務 収 入

地方公共団体補助金等収入

入 場 料 等 収 入

資産見返補助金戻入

資産見返寄付金戻入

事 業 外 収 益

-１-



円 円 円
3,447,292,219 2,450,624,481 996,667,738

3,127,105,055 2,178,613,543 948,491,512

1,069,162 0 1,069,162

35,397,828 28,264,915 7,132,913

9,279,404 6,853,124 2,426,280

16,717,961 683,832 16,034,129

257,722,809 236,209,067 21,513,742

21,917,130,996 1,937,212,353 19,979,918,643

11,557,758,065 234,918,297 11,322,839,768

1,569,468,082 14,123,347 1,555,344,735

281,908,132 0 281,908,132

2,543,654 0 2,543,654

132,119,654 0 132,119,654

276,658,543 220,794,950 55,863,593

2,651,000 0 2,651,000

9,292,409,000 0 9,292,409,000

437,905,706 434,303,706 3,602,000

4,248,000 3,816,000 432,000

433,657,706 430,487,706 3,170,000

9,921,467,225 1,267,990,350 8,653,476,875

45,066,600 42,550,600 2,516,000

1,346,045,200 1,179,883,500 166,161,700

8,483,326,145 0 8,483,326,145

47,029,280 45,556,250 1,473,030

25,364,423,215 4,387,836,834 20,976,586,381

円 円 円
875,832,146 743,049,501 132,782,645

103,029,948 85,983,048 17,046,900

60,721,006 32,870,808 27,850,198

3,819,000 3,759,000 60,000

7,048,600 0 7,048,600

370,069,665 331,627,531 38,442,134

17,275,109 14,729,215 2,545,894

109,694,753 104,778,003 4,916,750

204,174,065 169,301,896 34,872,169

1,950,694,349 1,298,021,763 652,672,586

150,861,978 118,138,263 32,723,715

1,346,045,200 1,179,883,500 166,161,700

171,075,325 0 171,075,325

282,711,846 0 282,711,846

2,826,526,495 2,041,071,264 785,455,231

22,537,896,720 2,346,765,570 20,191,131,150

6,195,060,000 0 6,195,060,000

16,295,853,065 2,346,765,570 13,949,087,495

4,655,018,968 30,796,986 4,624,221,982

9,033,800,000 0 9,033,800,000

607,000,000 607,000,000 0

1,500,000,000 1,500,000,000 0

500,034,097 208,968,584 291,065,513

46,983,655 0 46,983,655

22,537,896,720 2,346,765,570 20,191,131,150

25,364,423,215 4,387,836,834 20,976,586,381

12,894,625,889 円

固　　定　　負　　債

純　　 　資　 　　産

リ ー ス 債 務

機 械 ・ 装 置
車 両 ・ 運 搬 具

敷 金 ・ 保 証 金

資　　 産　 　合　　計

未 払 費 用

商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 収 益

構 築 物

投 資 そ の 他 の 資 産

土 地

退 職 給 付 引 当 資 産

電 話 加 入 権

立 木 竹

研修業務証明業務等
金　額

内　　　訳

無 形 固 定 資 産

積 立 金

（負債合計）

資 産 見 返 補 助 金
退 職 給 付 引 当 金

資 産 見 返 寄 付 金

ソ フ ト ウ ェ ア

令 和 ６ 事 業 年 度

勘　　定　　科 　目

有 形 固 定 資 産
建 物

研修業務

固    定    資    産

資　　　　産　　　  の　　　部

未 収 金

自 動 車 安 全 運 転 セ ン タ ー 貸 借 対 照 表

証明業務等
内　　　訳

令和７年３月31日現在

金　額

流　　動　　資　　産
現 金 ・ 預 金

積 立 金

前 受 収 益

未 払 金
未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 資 産

リ ー ス 債 務

勘　　定　　科 　目

流　　動　　負　　債

未 払 消 費 税 等

シ ス テ ム 整 備 積 立 金

器 具 ・ 備 品

　　　２．
（注）１．

（純資産合計）

負　債　及　び  純　資　産　の　部

純資産の部は、利益処分後の数値となっている。
減 価 償 却 累 計 額

負 債 ・ 純 資 産 合 計

賞 与 引 当 金

預 り 金

資 本 積 立 金 （ 土 地 ）

建 設 積 立 金

その他有価証券評価差額金

土 地 ・ 建 物 等 充 当 金

経 営 安 定 化 積 立 金

建 設 積 立 資 産

-２-



証明業務等 研修業務

円 円 円

 3,447,292,219 2,450,624,481 996,667,738

  3,127,105,055 2,178,613,543 948,491,512

 6,286,776 5,936,776 350,000

三菱ＵＦＪ銀行東京公務部等 2,857,349,542 1,909,208,030 948,141,512

 

 　 9,396,607 9,396,607 0

254,072,130 254,072,130 0

1,069,162 0 1,069,162

35,397,828 28,264,915 7,132,913

 9,279,404 6,853,124 2,426,280

1,366,848 918,568 448,280

 7,521,806 5,543,806 1,978,000

390,750 390,750 0

  16,717,961 683,832 16,034,129

 5,185,829 683,832 4,501,997

 　 11,532,132 0 11,532,132

  257,722,809 236,209,067 21,513,742

 215,098,080 215,098,080 0

 16,098,600 0 16,098,600

 2,085,990 0 2,085,990

 22,751,338 20,651,338 2,100,000

 1,510,984 310,816 1,200,168

177,817 148,833 28,984

 21,917,130,996 1,937,212,353 19,979,918,643

  11,557,758,065 234,918,297 11,322,839,768

1,569,468,082 14,123,347 1,555,344,735

281,908,132 0 281,908,132

2,543,654 0 2,543,654

132,119,654 0 132,119,654

276,658,543 220,794,950 55,863,593

2,651,000 0 2,651,000

9,292,409,000 0 9,292,409,000

  437,905,706 434,303,706 3,602,000

4,248,000 3,816,000 432,000

433,657,706 430,487,706 3,170,000

 9,921,467,225 1,267,990,350 8,653,476,875

 45,066,600 42,550,600 2,516,000

 1,346,045,200 1,179,883,500 166,161,700

 8,483,326,145 0 8,483,326,145

 47,029,280 45,556,250 1,473,030

25,364,423,215 4,387,836,834 20,976,586,381

未 経 過 賃 借 料

有 価 証 券 利 息

普 通 預 金

未 収 金

未 収 収 益

定 期 預 金 利 息

そ の 他 の 預 貯 金

定 期 預 金

未 経 過 保 険 料

小樽貯金事務センター等

その 他の 前払 費用

令 和 ６ 事 業 年 度

自 動 車 安 全 運 転 セ ン タ ー 財 産 目 録

資　　産　　の　　部

摘　　　　　　要 摘　　　　　　要区　　分

令和７年３月31日現在

現 金 ・ 預 金

手 許 現 金

金  　額
内　　　訳

 

流 動 資 産

1,000,000.09㎡

171.60㎥

土 地 宅 地 等

固 定 資 産

器 具 ・ 備 品

管 理 本 館 棟 等

機 械 ・ 装 置 ガソリンスタンド等

車両・運搬具

前 払 費 用

テ ー ブ ル 等

乗 合 自 動 車 等

証明書交付手数料等収入

合　　　計

減 価 償 却 累 計 額 円12,894,625,889

事務 所借 上敷 金等

退職給付引当資産

施 設 貸 付 料 収 入

研 修 料 収 入

そ の 他

その他の資産 繰延消費税、車両リサイクル券

外 周 フ ェ ン ス 等

有形固定資産

建設積立資産 利 付 国 庫 債 券 等

商 品 売 店 棚 卸 額

定 期 預 金

敷金・保証金

建 物

構 築 物

電 話 加 入 権

投資その他の資産

本部 ・中 央研 修所

立 木 竹 立 木

無形固定資産

本部・中央研修所等

ソフトウェア

雑 益

貯 蔵 品

地方公共団体補助金等収入

Ｓ Ｄ カ ー ド 等

16件

-３-



証明業務等 研修業務

円 円 円

875,832,146 743,049,501 132,782,645

103,029,948 85,983,048 17,046,900

60,721,006 32,870,808 27,850,198

13,857,066 13,857,066 0

5,749,352 0 5,749,352

21,670,000 0 21,670,000

13,545,948 13,545,948 0

42,121 42,121 0

5,425,673 5,425,673 0

430,846 0 430,846

3,819,000 3,759,000 60,000

7,048,600 0 7,048,600

370,069,665 331,627,531 38,442,134

161,097,791 152,369,034 8,728,757

16,273,818 0 16,273,818

192,698,056 179,258,497 13,439,559

17,275,109 14,729,215 2,545,894

109,694,753 104,778,003 4,916,750

令和７事業年度分手数料 104,778,003 104,778,003 0

令和７事業年度分研修料 1,283,695 0 1,283,695

令和７事業年度分施設貸付料 3,633,055 0 3,633,055

204,174,065 169,301,896 34,872,169

1,950,694,349 1,298,021,763 652,672,586

150,861,978 118,138,263 32,723,715

1,346,045,200 1,179,883,500 166,161,700

171,075,325 0 171,075,325

282,711,846 0 282,711,846

 2,826,526,495 2,041,071,264 785,455,231

 22,537,896,720 2,346,765,570 20,191,131,150

金  　額

リ ー ス 債 務

流 動 負 債

内　　　訳
摘　　　　　　要

負　　債　　の　　部

正味財産

固 定 負 債

退職給付引当金

資産見返寄付金

合　　計

資産見返補助金

賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

研 修 業 務 費

調 査 研 究 費

前 受 収 益

預 り 金

一 般 業 務 費

未 払 法 人 税 等

区　　分

一 般 管 理 費

一 般 業 務 費

未 払 金

払 戻 金

研 修 業 務 費

地方公共団体補助金

物 品 販 売 業 務 費

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

施 設 管 理 費

-４-



Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 77,396,248

575,575,482

827,304

△ 2,780,643

9,700,317

24,302,800

△ 55,489,436

△ 990,185

8,421,119

14,752,765

　 △ 42,946,012

△ 27,201,571

△ 815,354

18,222,500

15

△ 5,780,296

△ 10,559,662

△ 21,300,005

1,508,300

408,051,190

48,015,119

△ 3,819,000

   業務活動によるキャッシュ・フロー 452,247,309

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 127,537,813

5,791,500

△ 750,000

178,257,600

△ 153,954,800

1,821,742,400

△ 1,846,045,200

4,290,039,000

△ 4,346,232,036

△ 505,000

1,087,000

0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 178,107,349

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 104,610,420

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 104,610,420

Ⅳ 0

Ⅴ 169,529,540

Ⅵ 2,803,620,715

Ⅶ 2,973,150,255

     （間接法Ｃ／Ｆ）

そ の 他 の 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

固 定 資 産 売 却 益

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

資 産 見 返 補 助 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

資 産 見 返 寄 付 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

法 人 税 等 支 払 額

敷 金 ・ 保 証 金 の 回 収 に よ る 収 入

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出

退 職 給 付 引 当 資 産 の 払 戻 に よ る 収 入

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入

退 職 給 付 引 当 資 産 の 預 入 に よ る 支 出

建 設 積 立 資 産 の 払 戻 及 び 償 還 に よ る 収 入

敷 金 ・ 保 証 金 の 差 入 に よ る 支 出

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

令 和 ６ 事 業 年 度

区　　　　　　　　　　分

至　令和７年３月31日　

自動車安全運転センターキャッシュ・フロー計算書

金　　　　　額

自　令和６年４月１日　

(単位：円）

建 設 積 立 資 産 の 預 入 及 び 取 得 に よ る 支 出

貯 蔵 品 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

商 品 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

減 価 償 却 費

受 取 利 息

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

税 引 前 当 期 未 処 分 利 益

そ の 他 の 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

前 払 費 用 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

利 息 の 受 取 額

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

未 払 費 用 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

小 　                     計

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

預 り 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

固 定 資 産 除 却 損

前 受 収 益 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

-５-



４　引当金の基準

 (1)　賞与引当金

　　　役職員の賞与の支払に備えて、支給見込額の当事業年度負担額を計上している。

 (2)　退職給付引当金

      役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

    （自己都合退職による当事業年度末要支給額）に基づき計上している。

        リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。

    （５年）に基づいている。

 (2)　無形固定資産

　　　定額法を採用している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      なお、センター利用のソフトウェアについては、センターにおける利用可能期間

　　　　車両・運搬具　　　　３年～　６年

　　　　器具・備品　　　　　２年～２０年

　　②　リース資産

　　　　機械・装置　　　　　５年～１７年

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 (1)　有形固定資産

　　①　リース資産以外の有形固定資産

　　　　定額法を採用している。

　　　　建物　　　　　　　　３年～４７年

　　　　構築物　　　　　　１０年～６０年

    売却原価は個別法により算定）を採用している。

　　○　重要な会計方針（令和６事業年度）

１　有価証券の評価基準及び評価方法　　　　　　　　　　　　　　　

 (1)　満期保有目的の債券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　  　償却原価法（定額法）を採用している。　　　　　　　　　　　

 (2)　その他有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　商品及び貯蔵品

    最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

  定）を採用している。

３　固定資産の減価償却の方法

　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりである。
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５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　

  時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少な

    キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

  リスクしか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。
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　　○注記事項

（貸借対照表関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　有形固定資産の減価償却累計額 12,894,625,889円

（損益計算書関係）

１　固定資産除却損の内容は、次のとおりである。

0 円

2 円

0 円

0 円

13 円

0 円

0 円

15 円

（キャッシュ・フロー計算書関係）　　　　　　　　　　　　　　　

１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

　　現金預金勘定　　　　　 3,127,105,055 円

　　預入期間が３カ月を超える定期預金 △ 153,954,800 円

　　現金及び現金同等物　　　　　　　　　 2,973,150,255 円

２　重要な非資金取引の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（金融商品関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　金融商品の状況に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　金融商品の時価等に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）

貸借対照表計上額 時      価 差      額 　

(1)現金・預金 3,127,105,055 3,127,105,055 0

(2)退職給付引当資産 1,346,045,200 1,347,259,006 1,213,806

(3)建設積立資産 8,483,326,145 8,144,545,050 △ 338,781,095

  のとおりである。

３　退職給付引当金は、会計規程第５条に基づき、役員を含めて表示している。

２　資産見返補助金戻入及び資産見返寄付金戻入は、会計規程第５条に基づいている。

　　ソフトウエア

　　器具・備品

　　　　計

　　電話加入権

  　当事業年度末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

借入による資金調達は行っていない。

　当センターの資金運用は、業務上必要な現金を除き、銀行その他の金融機関への預

金等の確実かつ安全な方法により管理している。

　余裕金については、元本回収の確実性及び運用資産としての効率性を確保しており、

  　該当事項はない。

　　建物

　　構築物

　　機械・装置

　　車両・運搬具

２　資産見返補助金及び資産見返寄付金は、「自動車安全運転センター会計規程（昭和

  51年センター規程第４号。以下「会計規程」という。）」第５条に基づいている。
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　（注）金融商品の時価の算定方法

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はない。

（目的積立金関係）

１　建設積立金

　　建設積立金の計画額は、９，７２７百万円とする。

　　なお、この額は、必要に応じて見直すものとする。

２　システム整備積立金

　　システム整備積立金の計画額は、８３０百万円とする。

　　この額は、デジタルトランスフォーメーションを推進するため、定期的に多額の投

　資が必要となるシステム整備に要する費用の所要見込額である。

　　この額に対する令和６事業年度の積立額は、６０７百万円である。

３　経営安定化積立金

　　経営安定化積立金の計画額は、１，５００百万円とする。

  め、損失の補てん等に要する資金の所要見込額である。

      おり、定期預金は将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートで割り引いた

    　現在価値により算出している。

    この額は、平成26年に策定した安全運転中央研修所施設整備基本計画に基づき算出

  した安全運転中央研修所の固定資産（建物、構築物、機械・装置等）の再取得に要す

  る費用の所要見込額である。

  　この額に対する令和６事業年度の積立額は、９,０３４百万円である。

        退職給付引当資産は定期預金であり、将来のキャッシュ・フローをリスクフリ

      ーレートで割り引いた現在価値により算出している。

　 (1)　現金・預金

    この額は、令和７事業年度から令和11事業年度までの間の安定的な経営に資するた

 　(3)　建設積立資産

　　　  建設積立資産のうち、債券は日本証券業協会公表の売買参考統計値等によって

        これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

      該帳簿価額によっている。

 　(2)　退職給付引当資産

　　なお、この額は、消費税率の改正等、経営環境が著しく変化する場合を除き、５年

　ごとに経営状況を踏まえて見直すものとする。

　　この額に対する令和６事業年度の積立額は、１，５００百万円である。
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（単位：円）

期首残高 未処理損失額 損失処理額 利益処分後残高

資本積立金（土地） 6,195,060,000 0 0 6,195,060,000

積　　 立　 　金 16,377,068,313 0 △81,215,248 16,295,853,065

土 地 ・ 建 物 等 充 当 金 4,740,340,391 0 0 4,740,340,391

建 設 積 立 金 9,275,000,000 0 0 9,275,000,000

シ ス テ ム 整 備 積 立 金 607,000,000 0 0 607,000,000

経 営 安 定 化 積 立 金 1,254,148,452 0 △81,215,248 1,172,933,204

積 立 金 500,579,470 0 0 500,579,470

未処理損失 0 △81,215,248 81,215,248 0

その他有価証券評価差額金 106,615,595 0 0 106,615,595

純 資 産 合 計 22,678,743,908 △81,215,248 0 22,597,528,660

損　失　処　理　計　算　書

（令 和 ７ 年 ３ 月 ３１ 日）

勘定科目
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（単位：円）

目的積立金取崩額 その他

資本積立金（土地） 6,195,060,000 0 0 0 0 0 0 0 6,195,060,000

積　　 立　 　金 16,295,853,065 0 82,232,652 △232,793,386 △150,560,734 150,560,734 0 0 16,295,853,065

土地・建物等充当金 4,740,340,391 65,239,311 82,232,652 △232,793,386 △85,321,423 0 0 0 4,655,018,968

建 設 積 立 金 9,275,000,000 △65,239,311 0 0 △65,239,311 △175,960,689 0 0 9,033,800,000

システム整備積立金 607,000,000 0 0 0 0 0 0 0 607,000,000

経営安定化積立金 1,172,933,204 0 0 0 0 327,066,796 0 0 1,500,000,000

積 立 金 500,579,470 0 0 0 0 △545,373 0 0 500,034,097

その他有価証券評価差額金 106,615,595 0 0 0 0 0 46,983,655 △106,615,595 46,983,655

純 資 産 合 計 22,597,528,660 0 82,232,652 △232,793,386 △150,560,734 150,560,734 46,983,655 △106,615,595 22,537,896,720

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

-
1
1
-

振替額

（注）  目的積立金取崩額は、安全運転中央研修所が施工した工事等に伴い取得した固定資産を、会計規程第39条の規定に基づき建設積立金から振り替えた額である。

勘定科目 損失処理後残高

その他有価証券評価差額金

期末残高増加
減少 差引 増加 減少

固定資産等の増減

   純資産　令和６事業年度期末残高一覧



１　主な資産および負債の明細

 (1)　拠出財産の明細

円

 (2)　長期借入金の明細

 該当なし

 (3)　引当金の明細

 (4)　有価証券等の明細

 (5)　現金及び預金、未収金その他の主な資産の明細

手数料、研修料等

(注) 期末残高5,000万円以上のものを計上

 (6)　短期借入金、未払金、未払費用その他の主な負債の明細

システム運用経費等

中央研修所施設改修費等

法定福利費等

手数料、研修料等

(注) 期末残高5,000万円以上のものを計上

２　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

1,569,468,082

281,908,132

期首帳簿残高

（単位：円）

2

4

4,248,000 0

0

リ ー ス 債 務 253,891,926

未 払 金 60,721,006

国 債 等 公 共 債 関 係

未 払 費 用

ソフトウェア

382,477,602

111,630,481

276,658,543

備　考

8

158,885,665

期末等償却額

その他有価証券等関係

41,329,288

2,543,654

0 0 4,248,000

13 111,296,698

減価償却累計額

640,119,734

0

5,477,652

12,894,625,889

現 金 ・ 預 金

750,000 0 207,212,028

55,365,82375,855,000車両・運搬具

器 具 ・ 備 品

電 話 加 入 権

期末帳簿残高
（単位：円）

区　分

機 械 ・ 装 置

433,657,706

132,119,654

1,485,980

備　考

109,694,753

（単位：円）
区　分 期首残高

3,127,105,055

257,722,809

券面総額 取得総額 備　考

（単位：円）

2

4,500,000,000

当期増加額 当期減少額 期末残高

204,174,065

134,742,200

194,473,748

110,439,400

204,174,065

1,346,045,200

4,476,290,454

710,000,000

（単位：円）

賞 与 引 当 金

令和６事業年度　自動車安全運転センター附属明細書

拠出者 拠出財産 期末残高 備　　　　　考

国
用　地 安全運転中央研修所(茨城県ひたちなか市所

在)用地の一部666,666.68㎡ 6,195,060,000

710,000,000

279,090,021

4,029,634

44,147,401構 築 物

当期増加額 当期減少額

建 物

194,473,748

370,069,665

区　分 期末残高

未 収 金

01,707,261,837 21,091,910

前 受 収 益

退職給付引当金 1,321,742,400

区　分 件数

区　分 期末残高
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３　主な収益及び費用の明細等

 (1)　補助金の明細

・４７都道府県

(注) 法とは、自動車安全運転センター法(昭和50年法律第57号)をいう。

 (2)　主な事業収入の明細

・法第29条第１項第１号の業務

・法第29条第１項第４号の業務

・法第29条第１項第５号の業務

 (3)　役職員給与の明細

役 職 員 給 与

区　分 収入額 備　考

補助金の名称 金　額 備　考

　法第29条第１項第３号(累積点数の通知)の業
務に対する補助等

経 歴 証 明 手 数 料 収 入

研 修 料 収 入

区　分 支出額
（単位：円）

（単位：円）

79,264,399

1,564,140,656

3,064,603,600

1,022,254,590

（単位：円）

2,352,000,185

400,447,383

備　考

法 定 福 利 費

自動車安全運転センター
補 助 金 等

事 故 証 明 手 数 料 収 入
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